平成２７年度　英語指導力向上事業　実施要項
１　ねらい

　　グローバル化が加速する２１世紀の世界経済の中にあって，異文化体験等を通して豊かな語学力・コミュニケーション能力を身に付け，国際的に活躍できる「グローバル人材」の育成の重要性が高まっている。また，本県においても平成２４年度から「国際共通語としての英語力の向上のための５つの提言と具体的施策」（平成２３年６月３０日外国語能力の向上に関する検討会）及び学習指導要領の趣旨を踏まえて，各県立高等学校において，学習到達目標を「ＣＡＮ-ＤＯリスト」の形式で設定・公表すること，その達成状況を把握すること，指導と評価を見直すことなどに取り組んできた。本事業では，これまでの取組の成果や課題を踏まえ，担当する授業を積極的に公開するとともに，指導や評価方法等の課題を明らかにしたうえで，その改善に継続して積極的に取り組む教員を育成することを目的とする。
２　事業概要

（１）学習到達目標のＣＡＮ－ＤＯリスト形式での設定・公表及び活用

　　　各校において，学習到達目標をＣＡＮ－ＤＯリスト形式で設定・公表するとともに，生徒の到達状況を定期的に把握し，日々の指導や評価に反映できるよう一層の活用を図る。
（２）言語活動と学習評価の充実

　　４技能を総合的に育成する指導を通して，生徒が４技能を統合的に活用できるよう言語活動を充実させるとともに，観点別学習状況評価に基づき，４技能を総合的に評価するための取組を促進する。

（３）授業改善研修

各校が設定した学習到達目標に基づいて，生徒の英語学習のモチベーション及び英語によるコミュニケーション能力・論理的思考力を高めるために，アクション・リサーチや授業公開を通じて指導や評価方法等を改善しながら，抱える課題を解決していこうと協働できる教員集団の育成を図る。
（４）ＡＬＴ指導力向上研修（別途通知）

高知県教育センター主催の研修等を通じて，ＪＥＴプログラムにより招致された外国語指導助手の指導力を高める。

（５）英語教育推進リーダー中央研修（別途依頼）

　　　文部科学省が主催する英語教育推進リーダー中央研修に優れた英語力及び指導力を有する高等学校英語科教員２名を派遣し，英語教育推進リーダーとしてその英語力及び指導力を高めるとともに，その成果等を県内の英語科教員に普及する。
（６）高等学校英語教育推進研修（別途通知）
　　　本年度から平成３１年度にかけて，高知県教育センター主催の悉皆研修として行う。英語科教員が学習指導要領及び新しい英語教育のあり方の趣旨に沿った指導や評価ができるように，英語教育有識者や英語教育推進リーダー等による指導方法や授業づくり及び英語運用に関する研修を通じて，英語授業の改善及び教員の英語運用能力の向上を図る。
３　研修内容

（１）学習到達目標のＣＡＮ－ＤＯリスト形式での設定・公表及び活用

　　　学習到達目標をＣＡＮ－ＤＯリスト形式で設定・公表した上で，日々の指導や評価に反映できるよう一層の活用を図る。年度当初，年度途中，年度末等において定期的に生徒の英語力の状況を把握し，把握した状況を基に，指導や評価に積極的に活用する。
（２）言語活動と学習評価の充実

　　　生徒が４技能を統合的に活用できるように，英語に触れる機会の充実を意図した言語活動の実を図る。また，学習評価については，目標に準拠した学習評価として，生徒の学習状況を観点別に評価する。特に「外国語表現の能力」の観点の「話すこと」，「書くこと」の目標に照らして，生徒の実現状況を分析的に評価し，その結果を総括して評定できるよう，学習評価の充実を図る。
（３）授業改善研修
①　期間　通年（校内研修として実施）

②　概要　各校で定めた研修計画に基づいて，アクション・リサーチ及び授業公開を通じて指導や評価方法等を改善する取組を行う。

③　アクション・リサーチ実施の上の留意点
・英語科教員全員の取組にする
各校で設定した学習到達目標に基づいて，生徒の英語学習のモチベーション及び英語によるコミュニケーション能力・論理的思考力を高めるために，全英語科教員でリサーチに取り組むこと。特に，一部の教員だけの取組とならないよう留意すること。

リサーチの実施に際しては，各教員の取組を全英語科教員が共有し，お互いの実践から学び合うことが大切である。例えば，各教員が輪番制でそれぞれの取組の進捗状況や成果・課題等を報告し，他教員との質疑応答や協議あるいは外部専門家等からの指導や助言を受ける機会を定期的に設けたり，中高一貫校や中高併設校，複数の課程が設置されている学校では，所属に関わらずに英語科教員が参加できるよう，報告会の時期や時間を工夫したりすることが求められる。

・検証可能なリサーチを計画・実施する

無理のないリサーチ計画を立てるとともに，リサーチの中での論理・思考の飛躍を避けるために，「比較的短期間で解決できそうな課題から取り組んでみる」ことが大切である。「解決できそうな課題」とは，言い換えると「検証可能」ということであるので，リサーチを徒労に終わらせないために，リサーチ・クエスチョンを設定しようとする際，どのような方法で検証するのかについても同時に考えておくことが大切である。

例えば，「基礎学力の定着を図るためには，どうすればいいか」，「スピーキング力を高めるためには，どうすればいいか」，「語彙力を高めるためには，どうすればいいか」，「大学入試の正答率を高めるには，どうすればいいか」などをリサーチ・クエスチョンとして設定する場合で考えると，
	「基礎学力の定着」

「スピーキング力」

「語彙力」

「大学入試の正答率」
	→
→

→

→
	「中学校レベルの英文について，正しい英文になるよう，必要な英単語を正しい順に並べることができる力」
「身近な話題について１分間即興で話すことができる力」

「見てすぐに意味がわかる英単語の数」

「１０００語程度からなる英文の概要の理解力（ＴＦ問題）」


というように，具体的に定義をしておくことで，後の検証作業が容易になる。リサーチ・クエスチョンと検証方法について，それぞれの案が完成した段階で，同僚から意見をもらう機会を設けるとよい。

・取組の進め方

リサーチの進め方の詳細については，高知県教育センターのホームページの英語教員指導力向上研修「授業改善プロジェクト」から「アクション・リサーチ・ナビゲーター（PDF）」（以下ＵＲＬ）をダウンロードして参照すること。

http://www.kochinet.ed.jp/center/kyouka/kochieigo/seminars/h19_navigator.pdf
　④　授業公開

　　授業担当者は全員，年間２回程度の授業公開を計画・実施すること。年度当初等の適切な時期に授業公開を実施するクラス・日時を決定・公表し，参観者が確保できるよう努めること。授業後は，協議会や教科会等において授業を振り返る機会を設けること。

　　⑤　アクション・リサーチの実施報告

　　　　本研修に係わっては，英語科全教員のアクション・リサーチ（ＡＲ）のまとめ（様式４）を提出すること。

４　研修成果等の共有
本研修の成果・課題を他校教員と共有するために，県内外の研究発表会等において取組の進捗状況等について発表していただく予定である。（別途依頼）
５　提出物

	提出物
	提出期限
	提出先

	①研修実施計画書（様式１）

②CAN-DOリスト形式の本年度の英語学習到達目標（各校の様式）
③年間指導計画（様式２）

※「ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ英語基礎」「ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ英語Ⅰ」「ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ英語Ⅱ」「ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ英語Ⅲ」「英語表現Ⅰ」「英語表現Ⅱ」のうち，本年度実施科目の年間指導計画を１例提出すること。
	平成２７年　６月２６日（金）
	教育課程研究協議会に７０部持参すること

	④研修経過報告書（様式３）

　※英語使用状況，ｽﾋﾟｰｷﾝｸﾞﾃｽﾄ・ﾗｲﾃｨﾝｸﾞﾃｽﾄ事例及びALT・ICT活用事例の報告を含む。

⑤定期考査問題（各校実物）

※「ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ英語基礎」「ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ英語Ⅰ」「ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ英語Ⅱ」「ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ英語Ⅲ」「英語表現Ⅰ」「英語表現Ⅱ」のうち，本年度実施科目の定期考査問題を各1例づつ提出すること。
※定期考査の作成に当たっては，学習指導要領における各科目の目標・内容及び各校が設定した学習到達目標に基づいて，適切な評価となるよう十分留意すること。言語知識の有無のみを確認する考査とならないようにすること。
※校名・実施学年・実施時期を明記すること。
	平成２７年１０月　１日（木）
	下記担当にメールにて提出

	⑥アクション・リサーチのまとめ（様式４）

　※英語科全教員分をとりまとめて提出すること。

⑦研修実施報告書（様式５）

　※英語使用状況に関する報告を含む。
	平成２８年　２月１２日（金）
	教育課程研究協議会に７０部持参すること


６　担当

高知県教育委員会事務局高等学校課　担当　川田　千砂
　　E-mail chisa_kawada@ken4.pref.kochi.lg.jp  電話 088-821-4907　 FAX 088-821-4547












